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2014年1月16日 

神戸大学 社会科学系教育研究府 

紅谷昇平 

地域防災と企業市民の役割  
～大規模災害がもたらす教訓～ 

1 2 

１．産業の被災の特徴 
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複雑な産業被災 

ライフライン 

水 

部品 

 ・ 
設備 働き手 

原料・燃料 

製品輸送 

販売店 

消費者へ 

・経済の取引は、関係者がつながっている。(ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ) 

・自らが被災しなくても、影響がある。(間接被害） 

給料 

消費活動へ 

4 

産業被害の特徴 

• 建物、設備、在庫などの直接被害と、取引の中
断、原材料の価格上昇などの間接被害がある。 

• 直接被害は、災害直後に把握可能である。 

• 間接被害については、その大きさは指摘されて
いるものの、その構造把握や対象範囲につい
ては十分な把握は難しい。 

• 特に産業復興については、直接被害だけでなく、
間接被害の大きさが無視できない。 
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過去の震災の教訓 
 

• 本社機能の麻痺・機能低下、社長不在により、指揮
命令系統が混乱する。 

• 形式的なマニュアルは役に立たない。 

• 施設、設備は、予定どおり使えない。 

• 通信設備が麻痺し、関係先に連絡がとれない。 

• 社員は被災者であり、自社の資源だけでは、復旧
活動が遅れる。 

• ライフラインの被災で業務再開が遅れる。 

• 自社が被災しなくても、取引先、顧客の被災による
間接被害が大きい。 
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例： 

電話が使えても、話し中でつながらなかった。 

社員は、半日後でも、２割しか集まらなかった。 

建物が全壊して中に入れなかった。 

建物は大丈夫だが、漏水・ガス漏れにより、内部

に入れなかった。 

棚やロッカーを固定しておらず、室内が散乱して、

すぐに使える状態ではなかった。 

営業を再開しようとしたが、部品・商品が確保でき

なかった。 

建物の安全性確認に時間がかかった。 
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建物の安全確認や、設備の調整・確認をしたいが

、専門業者に連絡がとれなかった。 

水道が回復すれば、生産再開できるが、行政が見

通しを示さないため、取引先に、再開見込みを伝

えられない。 

応援の技術者派遣を、取引先にお願いしたいが、

突然で引き受けてもらえるかどうか分からない。 

地震後、従業員を自宅に帰すべきか、復旧業務に

充てるべきか迷ってしまった。 

工場は軽微な被害だが、余震を警戒して、従業員

が中に入ってくれなかった。 
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東日本大震災の教訓（民間企業） 

• 拠点や取引先の分散が有効に機能しなかった。（広域災害） 

• 国内全体での生産能力が十分でなくなった。 

• 直後のガソリン不足で、物流がストップした。 

• 帰宅困難者や計画停電により、首都圏においても混乱が発生した。 

• 原発事故による外国人労働者、海外企業の移転、流出が発生した。 

• 重要部品だけでなく、素材レベルでの調達難が発生し、全世界的な
サプライチェーンへの影響が、長期に発生した。（容器の不足など） 

• 壊滅的な被害をうけた市町村では、都市としての行政、経済のシステ
ム全体が損なわれた。 

• 家電、自動車など、建物以外の耐久消費財も失い、生活・生業の再
開が困難である 

東日本大震災後の状況 
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復興需要大 

（消耗財、家電、自動車、 

復旧関連事業、飲食店、 

小売店、等） 

復興需要小（住宅） 

建築制限 
地価上昇／下落 

工場等の内陸移転 

工事・生産停止 

漁港、水産加工場 

の被害 

資材・原料価格の一時的下落（需要減） 

雇用改善 

サプライチェーン被害 

地域の安全性 

海外進出、海外移転 

商品の不足、価格上昇 

（供給制約） 

補助金、特区等 

店舗新規立地 
被災地外での 

代替生産 

水産加工場の復旧の遅れ 

漁港復旧、水揚げ回復 

買い手の不足 

復旧工事、 

応急居住 

沿岸部の 

空洞化？ 

地域商業の衰退？ 

放射線被害、風評 
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２．企業の災害対応の事例 
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阪神・淡路大震災でのA社 

• 阪神・淡路大震災により、機械の８割が転倒、インフラも大
きな被害を受けた。 

• 被災当日は、４５名の社員のうち約２割が出勤。 

• 地震直後から取引先企業から、応援が入った。（20～40名。
重機、食料、設備修理等） 

• 応援部隊が、会社の周りの住民にも、炊き出し、食料の配
給を実施してくれた。 

• 高い技術力を持つことで、取引先との関係が強かったこと
で、災害時に支援を得られた。 

• 外部との情報のやりとりは、被災地外の取引先にＦＡＸを置
かせてもらい、それを利用。 

• その結果、被災から約１ヶ月で復旧宣言が出来た。（電気
の復旧とほぼ同時期） 
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新潟県中越地震での半導体製造B社 

• 地震による揺れで半導体生産設備が被災。 

• 設備損失423億円、機会損失310億円の被害。 

• 地震により避難、工場前の緑地に仮設本部を設
置し、安否確認を行った。翌日に、プレハブの震
災対策本部を設置している。 

• 被災から３日間は、十分な照明がなく、十分な被
害確認や復旧作業が出来なかった。 

• 機会損失としては、「競合他社製品の紹介」、「関
連会社の生産の一時停止」、「他社への生産委
託」、「技術者の復興対応により、技術開発・商品
開発が４ヶ月停止」などがあった。 
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新潟県中越沖地震での製造業C社 

• 7月16日の新潟県中越沖地震で、柏崎工場が被
災。 

• ピストンリングの供給がストップしたため、ダイハ
ツ工業、トヨタ自動車が国内全ての工場で操業を
停止。 

• マツダ、スズキ、日産自動車、富士重工業、三菱
自動車工業も生産が一部停止した。 

• 各社から応援部隊がR社に送り込まれ、復旧が
進められた。 

• 水道が復旧した１週間後の23日から、生産が再
開された。 
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阪神・淡路大震災の神戸新聞社 

• 1994年に京都新聞との「緊急事態発生時における新聞
発行援助協定」を締結。 

• 1995年の阪神淡路大震災では、神戸新聞会館が全壊、
紙面制作システムが壊滅した。 

• しかし、協定に基づき、京都新聞の協力を得て、震災当
日の夕刊から通常よりも頁数が大幅に削減された形で、
無休で新聞の発行を続けた。 

• 2007年9月22日、神戸新聞の編集システムにトラブルが
発生したが、阪神・淡路大震災の際と同様に、京都新聞
の協力を経て新聞を通常通り発行した。 
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お弁当プロジェクト 

（2004年・中越地震の小千谷市） 
•１日に５０００食を、１０００円の価格で提供したとすると、１日
で５００万円、１ヶ月で１億５千万円の売上げとなる。 

•地域外の企業ではなく、地元企業に発注することで、地域の
経済が潤うことになる。 

避難者 
復旧事業従事者 

（電気、ガス、水道等） 

地元企業・組合 

弁当代 

弁当の提供 

自治体 

避難者分 

の弁当代 

従業員の給料、原材料の仕入れ、等 

オイルプラントナトリの事例 
• 今年１月末策定の事業継続計画（BCP）にもとづき１週間で事業を再開。 

• 津波で、18基あった大型タンクは、ほぼすべてが流され、機械設備も修理
に数カ月を要する状態。24台あった運搬車両は半数が津波に飲まれた。 

• 14日から民家に本社機能を移し、協力会社との確認、被災状況の具体的
な調査などを開始。 

• 復旧方針は、①二次災害の防止、②社会的要請、③社員の生活の確保
の３点。 

• 回収した廃油を自社で精製するのではなく、他県のリサイクル会社まで
運んで再生燃料（重油）にしてもらい、それを自社の取引先に届ける仕組
みを構築し、BCPにおける目標復旧時間（３日）と大差がない３月17日か
ら業務を再開させることができた。（委託費を考慮しても採算がとれた） 

• このビジネスモデルを県内で被災した同業者にも提案し、各社が回収し
てきた廃油を、一端、オイルプラントナトリのタンクに集め、そこから他県
のリサイクル会社に運び、再資源（燃料）化したものを各社の取引先に届
けるという大きなビジネスサイクルが立ち上がった。 
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３．長期的な産業復興の課題 
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 では、産業復興は？ 
・震災で生じたギャップは、縮まらない。（復興していない） 
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 では、産業復興は？ 
・震災で生じたギャップは、縮まらない。（復興していない） 
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人口の増減と、小売業の販売額の増減と
は相関性が高い 
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観光でも、一度逃げたお客さん（特に団
体客）は、なかなか戻ってこない。 
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なぜ、復興が進まないのか① 

■営業再開のため、本格移転する。 

 ・企業は、営業の空白が許されない。 

 ・少しでも早く営業再開するために、被災をきっかけに、
被災地外に企業が流出する。 

早く安全な場所
に移転して、再
開しよう 被災地 

被災した臨海部から
内陸部へ 

被災地外 被災地外 
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なぜ、復興が進まないのか② 

■お客さん、取引先がいなくなる 

 ・人口が減少し、買い物客が地域にいなくなる。 

 ・取引先が移転する。（地域の産業構造が壊れる） 

町から郊外の
仮設住宅へ 町から郊外の

産業団地へ 

町から、お客さ
ん（買い物客や
、元請け企業）
が、いなくなった

なぁ・・ 
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被災地 

なぜ、復興が進まないのか③ 

■ライバルとの競争が激化する （商業、製造業） 

 ・元請け企業が、取引先を変更する。 

 ・被災地に、ライバルとなる大型店が進出する。 

商店 工場 

× 

これを機に、安
い海外調達に変

更しよう 

× 

元請 

既存店が営業停止して
いる間がチャンス！ 

ライバル店 

空白地帯 

27 

大規模小売店の出店場所 

• 特にＪＲ以南の大規模産業用地
に進出している。 

28 

４．求められる事前対策 

（ＢＣＰについて） 
（事業継続計画：Business Continuity Plan） 

29 

従来の防災計画の内容 

• 役員、従業員、顧客等の生命の安全確保 

• 役員、従業員（及びその家族）の安否確認、
連絡体制 

• 避難、備蓄 

• 建物・設備の被害軽減 

• 危険物等の管理、二次災害の防止 

 （地域貢献・地域との共生） 

→人命・物的被害への対策が中心。 

→経営への影響、という視点が少ない 

→経営資源の制約が考慮されていない 

→ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝが考慮されていない 
30 

企業防災において必要な対策：ＢＣＰ 

• 企業は、災害や事故で被害を受けても、 

  「重要業務が中断しないこと」 

  「中断しても可能な限り短い期間で再開すること」 

 が望まれている。 

• 事業継続は、顧客の他社への流出、マーケットシ

ェアの低下、企業評価の低下などから企業を守る

経営レベルの戦略的課題と位置づけられる。 

• この事業継続を追求する計画が「事業継続計画」

（ＢＣＰ：Business Continuity Plan） 

内閣府「事業継続ガイドライン」より 
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ＢＣＰ（事業継続計画）の目的 

内閣府「事業継続ガイドライン」より 
32 

 

 

 

Ｂ 

Ｃ 

Ｐ 

従来の防災計画と業務継続計画 

（BCP）の比較 

時間 

災害発生前 災害発生直後 復旧・復興 

訓練・備蓄 安全確保 

安否確認、 

避難 

二次災害防止等 

災 

害 

の 

発 

生 

防 

災 

計 

画 

地震保険 

耐震化 

取引先の分散 

バックアップ 

協定締結 

資源管理 

業務継続の取組 

地域貢献 

広報戦略 

重要業務の 

優先 

 

取引先を含めた対応、地域への貢献 

経営全体の視点で考える 

33 

制約を考えるべき資源 
■人 

 ・稼働できる要員数の増加、代替要因の確保・育成、
社員の住宅の安全確保 

■施設・設備 

 ・耐震補強、代替施設の確保、材料・部品等の代替調
達先の確保 

■資金 

 ・社員の給料、手形決済、復旧資金の手当て 

■情報 

 ・データのバックアップ、重要な文書、金型等のバック
アップ 

あなたが会社の災害対応要員に指
名されていたとします。もし、自宅で
大地震が発生した場合、あなたは
会社に出社しますか。  

2.3%

79.8%

16.3%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

どのような場合でも、すぐに出社する

条件によれば出社する

できるだけ出社しない

その他

企業就業者アンケート（2010年5月・人と防災未来センター） 
34 

56.8%

44.5%

39.9%

36.0%

27.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自宅の安全が確認できれば、出社する

家族が全く負傷していなければ、出社する

家族を、親戚や避難所、病院などに送り届けること

ができれば、出社する

家族に重傷者がいなければ、出社する

会社から呼び出しの連絡があれば、出社する

企業就業者アンケート（2010年5月・人と防災未来センター） 

会社に出社する条件は？  

35 36 

①自社にとってのリスクは何か考える。 
 →日本では自然災害を想定。特に地震では、様々な事態が同時発生する。 

②事故・災害が発生した場合の自社の被害を考える。 
 →「社長に連絡が取れない」、「建物・設備が倒壊する」、「長期停電する」な
ど。専門家の助言があると良い。 

③事故・災害時の自社の活用可能な資源を考える。 
 →建物、人員、資金、データなど。専門家の助言があると良い。 

④特に重要な課題、重要な業務を選定する 
 →もし、災害時、事業所が全壊したら、何から再建しますか？何が無くなると
困りますか？  

⑤必要な事前対策を整えていく 

 →「時間、お金が無いからやらない」のではなく、「まずは、出来ることから進
めていく」という前向きな姿勢で取り組む。 

 →バックアップ拠点として自動車を活用する。 

具体的な対策の進め方 
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37 

特に中小企業において留意すべき事項 

■自社対応だけでは限界がある 

 ・親会社、取引先、同業者組合等で、災害時において
は、互いに助け合うことが必要。 

  （人手の応援、一時的な生産移転、等） 

■施設・設備面での対応 

 ・災害直後のバックアップ拠点（本社機能、データ、情
報収集・発信）の確保は、行政や組合等の支援・協力
が不可欠。 

 ・遊休設備の斡旋なども必要。 

■資金 

 ・速やかな復旧資金の手当てが必要 
38 

５．企業による地域貢献等の取り組み 

39 

阪神・淡路大震災における地域と企業が
協力した防災活動事例 

「三ツ星ベルト」（神戸市・長田区） 

•真野地区の火災に対して、手押しポンプ車3台を、夜勤の社
員約60名が動かした。 

•消火栓は壊れて使えなかったが、敷地内に井戸を利用し、
住民と社員が協力し合って消火作業を行った。 
•井戸が枯れると運河から水を引き、延焼を食い止めた。 
•一方、工場敷地内の体育館に、約400人の被災者を受け入
れた。(震災前から、剣道教室として、体育館を地域住民が利
用していた。） 
•2001(平成13)年に、社内にボランティア団体『三ツ星ベルト
ふれあい協議会』を結成。地域との「ふれあいイベント」など
を開催している。 

40 

阪神・淡路大震災における地域と企業が
協力した防災活動事例 

「三菱電機」（神戸市・兵庫区） 

•体育館に被災住民（60名）を収容。炊き出しと近隣地域への
パン・牛乳の差し入れを実施した。 

•体育館は後に「神戸市避難所」に認定され、不足物資の要
請が可能となった。また、従業員が２４時間体制で、神戸製
作所の近隣地域の防犯パトロールを実施した。 

•兵庫県から支援要請を受けた大阪府職員に同行して、関西
支社及び関連会社の社員十数名が3日間に亘り、兵庫県立
消防学校に集められた全国からの救援物資の整理と配送業
務に従事することになった。 

41 

BCPは、企業の利益確保のため？ 

• 企業は、社会・従業員の生活を支える重要な役割を担っている。 

• 企業のＢＣＰが、社会の安全・安定につながる。 

• そのためには、公的な支援も必要である。 

社会の 

安全・安定 

従業員の 

安全・生活 

会社の存続・ 
株主の利益 

42 

産官民連携の重要性 

【行政】 
社会の 

安全・安定 

【市民】 
生活基盤の再建、 

経済復興 

【企業】 
早期再開・復興、 

会社の存続 

ライフラインの復旧 

重要サービスの提供 

都市計画の決定 

補助金      等 

行政サービスの低下 

人口の流出 

避難生活環境の改善 

外部支援の受入 等 

社会サービスの復旧 

避難生活環境の改善 

雇用・生業の復旧  等 
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東日本大震災の教訓としての、産官
民連携の重要性 

• 行政だけでは対応できない規模の災害では、国
、県、応援自治体、地域住民、地域組織、地域
外の団体・ボランティアなどの力を結集する必要
がある。 

• 直後の災害対応では、行政側は、企業（エネル
ギー、食料、建設、輸送、等）の協力が不可欠で
ある。 

• 企業が再建する際にも、行政による様々な対応
（ライフライン復旧、都市計画決定、補助制度、
等）が関係してくる。 

 44 

産官民のパートナーシップ防災 

（河内長野市の事例） 

45 

経緯 
• 河内長野ガス、河内長野市にて、防災まちづくりという視点
から、災害時に企業が果たすべき役割を考える勉強会（河
内長野・産官民協働による防災まちづくり勉強会）を開催。 

• 東日本大震災の教訓として、「専門・団体ボランティア活動
の活発化に対応する受入れ体制の重要性」、「平常時から
醸成する地域力の重要性」、「地域力醸成のため、産官民
が一体となって日ごろからコミュニケーションを深めておくこ
との重要性」を再認識。 

• 河内長野ガスで計画が進められている新社屋建設にあた
り、地域防災上必要な設備や施設の導入を検討し、平常
時から「地域力」を活かす災害支援拠点づくりを目指すた
め、河内長野市、河内長野ガスで防災協定を締結すること
となった。 

 46 

協定のポイント 

• 一時的な取り組みではなく、無理せず継続でき
る防災活動を目指す。 

 

• 産官だけでなく、市民団体・ＮＰＯ等との連携を
視野に入れている。 

 

• 設計段階から、ゾーニングの分離やエネルギー
確保に配慮している。 

 

• 普段から市民に施設開放し、「地域力」を高め、
結果として地域防災力の育成、維持をめざして
いる。 

阪神・淡路大震災後の地域防災事例：
旧居留地連絡協議会 

• 旧居留地地区(約26ha)のビルオーナーを中心とした親睦・ま
ちづくりを行う組織。 

• 阪神・淡路大震災での被災をきっかけに、1996年に防災委員
会を立ち上げた。 

• 地域内企業のため「事業所のための『防災マニュアル』作成
の手引き」、「神戸市旧居留地・地域防災計画」を策定。非常
時の企業の相互支援や非常時の来訪者支援（一時避難、救
命活動、情報提供）、平時の備えについて記されている。 

• 地域内の駐車場に、地域の共同防災備蓄倉庫を設けたり、
災害時の情報提供コーナーの設置について定めている。 

• 救命活動のため、地域内の医師・看護婦との連携や、市民救
命士1000人を目指した企業従業員への医療講習などを行っ
ている。 

 
47 48 

６．最後に 
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49 

災害に備えて重要なこと 

１：災害後、あわてても手遅れである。 

   →少しの準備が、大きな違いとなる。 

２：まず、「災害・事故の際、自社がどうなるのか」を考える 

   →それだけでも、精神的な備えとなる 

４：担当任せにせず、トップが関与する 

   →物的被害より、経営への長期的影響の方が怖い。 

５：自社だけでなく、取引関係を含めて考える 

   →外部からの応援の可否、取引先の被災など。 

３：本当に必要な対策を考える 

   →備蓄だけでなく、社員・取引先の安全・安心など。 

終わり 


